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ロシアによるウクライナ侵攻をめぐる特別法廷設置の課題と可能性
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Ⅰ　はじめに

1　問題の所在　

2022年2月24日にロシアがウクライナに侵攻してからおよそ1年後の2023年3月17日に、国際

刑事裁判所（International Criminal Court、以下、ICC）の第二予審裁判部が、ロシアのプーチ

ン大統領と、ロシア大統領府で子どもの権利などを担当するマリア・リボワベロワ大統領全権代表

に対し、逮捕状を発付した 1。当該逮捕状の容疑は、ロシアがウクライナへの軍事侵攻を開始して

以降、ウクライナにおけるロシアの占領地域でウクライナの子どもを違法に連れ去る行為に関与し

たというものであり、これは ICCの 4 つの対象犯罪のうち国際刑事裁判所規程（以下、ICC規程）

第8条に規定された戦争犯罪に該当する 2。

ICCはウクライナの事態に対し、今般逮捕状が発付された戦争犯罪以外にも、人道に対する犯

罪、集団殺害犯罪（ジェノサイド）について管轄権を有する一方で 3、当該事態において侵略犯罪

に関する管轄権を行使することができない。ICCが侵略犯罪に対し管轄権を行使するには、侵略国

と被侵略国の双方が ICC規程の締約国であるとともに、両者が、2010年の ICC規程検討会議（カ

ンパラ会議）にて採択された侵略犯罪に関するICC規程の改正を批准していなければならず、そ

の要件を満たさない場合には、国連の安全保障理事会（以下、安保理）による ICCへの付託とい

う方法がある 4。今般の事態ではウクライナ、ロシアともに ICC規程の非締約国であるため前者の

要件は満たしておらず、またロシアが安保理常任理事国であるため後者の方法による管轄権行使は

実現し得ない 5。

こうした状況を背景として、ロシアによるウクライナ侵攻に関して、侵略犯罪に対し責任を有す

る者を訴追・処罰するための特別法廷の設置が提唱されている。なお筆者は既刊の拙稿において、

2022年11月に欧州連合（European Union、以下、EU）の執行機関たる欧州委員会が、ロシアの

侵略犯罪を訴追するための特別法廷設置を提案した点に触れるとともに、侵略犯罪に関する特別法
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廷設置の動向やその可能性については今後の課題としたいとの旨述べた 6。実際のところ、ウクラ

イナの事態における侵略犯罪に関する特別法廷の設置については、最初に提唱がなされて以降 7、

その設置の方法や、特別法廷の設置が内包する問題点や解決すべき課題、さらに設置の是非そのも

のをめぐり、国家や国際機関のみならず、多くの研究者による多様な見解が見出される。

本稿は、ロシアによるウクライナ侵攻における侵略犯罪に関する特別法廷設置をめぐるこうした

状況を踏まえ、その設置にあたり指摘される重要な課題・論点について整理するとともに、特別法

廷設置の可能性について考察することを目的とする。本稿の構成は以下のとおりである。まず次節

において、本稿の論点に係る先行研究を整理する。続いてⅡにおいて、ウクライナの事態における

侵略犯罪を訴追するための特別法廷設置の提案について概要を述べる。Ⅲでは、侵略犯罪に関する

特別法廷の設置をめぐる様々な立場・見解を整理しつつ、特別法廷設置に内在する諸課題について

主たる論点を取り上げ整理、検討する。Ⅳの結論では、これまでの議論を踏まえ、特別法廷設置の

可能性について検討する。

2　先行研究の整理

特別法廷の設置をめぐる様々な見解については、本稿のⅢにおいて欧文の論稿を整理、検討する

ため、ここでは本稿の主題に関連する邦語文献を中心に整理する。

尾﨑の論稿は、ウクライナの事態におけるコア・クライムの訴追・処罰について、ICC、国内裁

判所、その他の裁判所など複数の側面から検討するものであるが、ロシア指導者の訴追・処罰を行

うための特別な裁判所の設置に関し、国連安保理が憲章第7章下で設置する裁判所でない限り、ロ

シアに対し有効に管轄権を行使しうる国際裁判所の設置は困難であると指摘する 8。竹村の論稿

は、主としてウクライナの事態に対する ICCによる対処について論ずるものであるが、侵略犯罪

に関する特別法廷についても議論しており、ロシアが関与する本件では安保理決議に基づき特別法

廷が設置される可能は低いため、拘束力ある国連憲章第7章下での安保理決議を法的根拠とした法

廷の正当化が難しいこと、さらに、ロシアの合意なくして、ウクライナと国連の合意など国際条約

で設置する法廷をロシアに対しどのように正当化するかが課題であると言及する 9。また大平は国

際法協会日本支部研究大会の報告において、ロシアによるウクライナ侵略に際しての国際法を活用

した外交について検討する中で、侵略犯罪に関する特別法廷についても触れており、ウクライナの

スミルノフ大統領府副長官発言によるウクライナの見解を紹介したうえで、ベアホック独外相演説

によるドイツの立場、その他米国の立場などに触れつつ、シエラレオネ特別法廷との比較を行って

いる 10。さらに、特別法廷設置に係る特定の論点、具体的には人的免除に焦点を当て特別法廷の設

置案を検討したものとして、越智の論稿がある 11。

なお、特別法廷設置に関してはこれまでに多くの欧文の論稿が刊行されており、設置を主張する

立場、懸念を示す立場を含め、設置をめぐる複数の論点について実に多様な見解が錯綜しているの

が現状である。こうした中で例えばCortenとKoutroulisによる研究は、特別法廷の設置について
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複数の方法を提示したうえで、免除、実効性、正当性といった論点について検討するものである 12。

また特別法廷の設置方法に関するJustice Initiativeによる報告書は、特に特別法廷における免除

について議論しているが、その際に特別法廷の多様な設置方法を類型化している 13。

こうした先行研究の状況を踏まえ、以下では、まず特別法廷設置に関する提案について概要を確

認したうえで、特別法廷設置をめぐる課題として指摘される重要な諸論点に焦点を当て、これまで

の議論を整理・検討していく。

Ⅱ　侵略犯罪訴追のための特別法廷設置の提案

ICCが、ウクライナの事態における侵略犯罪について管轄権を行使できないことを背景として、

本稿Ⅰで述べたとおり2022年11月に欧州委員会は、ウクライナからの予てからの要請を受けて、

ロシアの侵略犯罪を訴追するための特別法廷の設置を提案した。その際に、「多数国間条約に基づ

く独立した国際法廷」または、「国際裁判官を国内司法システムに統合した特別法廷、すなわちハ

イブリッド法廷」のいずれかの方法による設置が提案されている 14。また、ウクライナのスミルノ

フ大統領府副長官は2023年2月の段階で、特別法廷の設置には 3 つの方法があるとし、①国連総

会決議の採択を伴う、ウクライナと国連との間の合意に基づく法廷、②文明国間での国際的な多数

国間の合意に基づく法廷、③ウクライナ国内法とウクライナの司法管轄権に基づき機能する法廷で

あり、国際的な裁判官や検事、ヨーロッパにおける設置、国際的な支援など、その設置や活動にお

いて国際的な要素を含むもの、を挙げている 15。

上記の欧州委員会による前者の案が、スミルノフ副長官が言及した②の方法に対応し、欧州委員

会による後者の案がスミルノフ副長官が言及した③の方法に該当するといえるが、ウクライナ側は

かねてより、スミルノフ副長官の示した案のうちの①、すなわち国連総会決議に基づいたウクライ

ナと国連との間の合意を基盤とする特別法廷の設置を主張している 16。また特別法廷の設置につい

て論ずる研究者のうち、この①の方法を支持する立場が多く見出される 17。これは、ウクライナ政

府による要請を受け、国連総会決議に基づき特別法廷を設置するという方法であるが、具体的に

は、国連総会において採択された決議が特別法廷の創設を勧告するとともに、国連事務総長に対

し、ウクライナ政府と国連との間での交渉を開始することを要請し、最終的にはウクライナ政府と

国連間の合意により特別法廷が設置されるというものである 18。他方でウクライナ側は、③ の形

式による設置方法、すなわち「ハイブリッド法廷」について否定的な反応を示している。例えばス

ミルノフ副長官は、ハイブリッド法廷の設置は、現在進行している侵略の法的評価を2国間の「国

家間紛争」のレベルに狭めてしまう危険があり、またウクライナのシステムの一部としてそうした

法廷を設置するには憲法の改正が必要であるとして、ウクライナ法のもとで法廷を設置しそれを他

国が承認するといういわゆるハイブリッド型法廷には賛成しないとしている 19。

なお先に述べたとおり、ICCがウクライナの事態において侵略犯罪に対し管轄権を行使し得ない
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状況への対処としては、上記以外にも、特別法廷設置以外の方法も含め議論や提案がなされている

一方で 20、自身が主張する設置方法とは異なる方法への懸念を示す立場や、そもそも特別法廷の設

置を不要であるとする立場も存する 21｡こうした多様な立場の争点を明確化すべく、次章では、特

別法廷の設置に関して指摘される諸課題や懸念のうち、特に主たる3つの論点－ ① 特別法廷の正

当性の確保、② 選択的正義との批判、③ ICCとの関係－に焦点を当て、それぞれの論点をめぐる

主張について整理・検討する 22。

Ⅲ　特別法廷設置をめぐる諸課題

1．特別法廷の正当性の確保

ウクライナの事態における侵略犯罪のための特別法廷の設置に関して、まず課題として指摘され

るのが法廷の正当性、換言すればその設置基盤、管轄権の根拠である。過去のアドホックな国際刑

事法廷の例としては1990年代前半に設置された旧ユーゴ国際刑事裁判所（ICTY）、ルワンダ国際

刑事裁判所（ICTR）があるが、両者とも国連憲章第7章下での安保理決議に基づき設置されてお

り 23、先行研究でも指摘されているとおり、ウクライナの事態においてはロシアが当事者であるた

め、その方法による特別法廷設置の可能性は低い。そうした状況において、それに代わる手段とし

て主張されるのが国連総会決議を介したウクライナと国連との間の合意による特別法廷の設置であ

り、先に述べたとおりこの方法を提唱する立場は多数を占める。

例えばKomarovとHathawayは、特別法廷設置の最も有望な方法は、国連総会の勧告に基づき

ウクライナ・国連間の国際条約を通して国際裁判所を設置することであるとし、この方法は当該裁

判所が確固たる国際的な法的基盤のもとに成り立ち、その正当性を保護することを保証するだろう

と述べる 24。またこの方法を提唱する論者の多くはその前例や類例として、シエラレオネ特別裁判

所、カンボジア特別裁判部を挙げる 25。前者は、国連事務総長とシエラレオネ政府間の交渉の末に

締結された協定を根拠として設置されたという形式では類似するが、そもそも国連事務総長に交渉

権限を付与したのは安保理決議である点 26で大きく異なる。他方で後者は、総会決議がカンボジア

特別裁判部の設置に関与している点 27では類似するものの、当該特別裁判部の直接の法的根拠はカ

ンボジア国内法たる「カンボジア特別法廷に関する法」であり 28、国際法廷ではなくカンボジアの

国内裁判所の一部という位置づけを有する 29。

国連総会決議に基づいて特別法廷を設置するというこの方法において懸念されるのが、安保理決

議と異なり総会決議は法的拘束力を有さないため、総会決議を基盤として設置された特別法廷が果

たして正当性を有し得るかという点である。例えば、特別法廷の設置に対し否定的な立場にある

Vasilievは、特別法廷が単なる象徴的・神秘的な法廷を意味するものでないならば、その母体とな

る国家や組織、統治機関が、当該法廷が刑事司法機関として適切に機能するための確固たる基盤を

保証できる場合に限り、法廷は設置される価値があると指摘する 30。また国連総会決議に基づきウ



危機管理学研究　第8号　2024年

56

クライナ・国連間での合意を基盤とする特別法廷設置を主張する論者においても、例えばAmbos

は、国連総会に依拠することは実際的且つ正当性の観点から必要であるとしつつ、国連総会決議が

拘束力を有さないという問題にも直面すると指摘する。そのうえで、例えばロシアのウクライナ侵

攻を非難する総会決議（A/RES/ES-11/1, 2022年3月2日に141票の賛成多数で採択）や、ロシア

によるウクライナ 4 州の併合を無効とする総会決議（A/RES/ES-11/4, 2022年10月12日に143票

の賛成多数で採択）のように総会決議が圧倒的多数で採択されて初めて、こうした法廷が「国際社

会の意思」を全体として十分に反映し、「真に国際的な」ものとして理解されるとする。さらに総

会決議がわずかな賛成多数で採択されたならば、特別法廷の正当性を担保するのが難しいことは明

白であるとも述べている 31。同様にMcDougallも、総会による方法は提案された法廷に最大限の

正当性を与えるとしてこの方法を支持しつつ、国家の指導者を当該国の同意なしに訴追しようとす

る試みには、特に侵略犯罪に関しては必然的に論争がつきまとうため、必要なレベルの支持を確保

することは難しいだろうと指摘する 32。さらにCortenとKoutroulisは、国連総会が法廷の設置を

勧告する場合、ロシアや他国の国民に対する管轄権行使について未解決の問題が残るが、法廷設置

を勧告する総会決議は少なくとも法廷にさらなる正当性をもたらすだろうと指摘する 33。

またこの点は、特別法廷の設置基盤となる合意が、ウクライナといずれの主体との間でなされる

かという問題とも関連する。国連総会決議に基づきウクライナ・国連間での合意を基盤として特別

法廷を設置するという方法を支持する立場が多数を占めるものの、そこから派生するものとして、

例えば、ウクライナと地域的国際機関たるEUや欧州評議会（Council of Europe、以下、CoE）と

の間の合意により特別法廷を設置するという方法、さらにはウクライナと他の諸国との合意という

可能性も挙げられている 34。例えばCortenとKoutroulisは特別法廷の正当性に関し、もし特別法

廷が特に国連や ICCなどの決定によるものであり、国際共同体を体現しているのであればその正

当性は高くなるが、対して特別法廷が単に、国家間の合意や、ロシアが加盟国でないCoEやEUな

どの地域的機関とウクライナとの間の合意によるものであれば、その正当性は低くなるだろうと指

摘する 35。またHathawayも、臨時の国家連合や欧州の機関よりもむしろ国連総会を通した手続の

方が、世界中の国々が参加し、ロシアが違反した基本的な規範を再確認することを可能にするだろ

うと述べている 36 。さらにKomarovとHathawayは、少数の国家により設置された法廷は、国際

社会を代表する組織により設置された法廷が有するような正当性を有さないだろうと指摘する 37。

以上から、特別法廷を設置するに際して、すべての国連加盟国に対し法的拘束力を有する安保理

決議に基づく方法が望めないウクライナの事態においては、特別法廷が「国際社会の意思」を十分

に反映して設置されたものであるか否かが、その正当性の評価における重要な軸となる。上記の

CortenとKoutroulisによる特別法廷の管轄権に関する懸念にあるように、総会決議による設置と

いう方法の場合、安保理決議の場合とは異なり設置基盤としての疑義が残る可能性がある。他方

で、仮に圧倒的多数の国家の賛成により採択された国連総会決議に基づき、さらに地域的機関や特

定の国家群ではなく、国際社会全体を代表する国際機関たる国連とウクライナとの間での合意を基
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盤として特別法廷の設置が実現すれば、安保理決議によるものよりは劣るものの、高い正当性を有

するものとして評価され得るといえる。

2．選択的正義との批判

上記1．の論点と少なからず関連するのが、ウクライナの事態における侵略犯罪に関する特別法

廷設置の提案に常につきまとう選択的正義という問題である。

国際的な特別法廷の設置自体に懐疑的な見解を示すHellerは、特別法廷の最大の代償は、その

創設がもたらす国際刑事司法の選択性に関するメッセージであると主張する 38。Hellerによれば、

特別法廷はロシアの行動に対する国際社会の反発を示す強力なメッセージとなるであろうが、他方

で2003年に米英を中心とする多国籍軍がイラクに侵攻した際に、米英の指導者を侵略犯罪で訴追

する同様の特別法廷が検討・設置されなかった点に鑑み、特別法廷は選択性を有するとの疑惑に対

しきわめて脆弱である。さらに、少なくとも国連加盟国の大多数が支持するならば総会により設置

される特別法廷はより正当性を有するとされるだろうが、そうした法廷をどのくらいの国々が実際

に支持するかは未知数であり、また、ロシアのウクライナ侵攻に対する特別法廷の設置は、「国際

社会」が一部の侵略犯罪を他の侵略犯罪よりも重視しているとのメッセージを送ることになるだろ

うと指摘する。

この点について国連総会決議に基づく特別法廷設置を支持するAmbosも、特別法廷について、

世界の目、特に欧米諸国のウクライナ政策に基本的に懐疑的なグローバル・サウスの目に十分な正

当性を与えることは容易でないとして、特に、なぜそのような法廷が米国主導のイラクへの不法な

侵攻の際に設置されなかったのかが不思議に思われるだろうと述べる 39。他方でMcDougallは特

別法廷設置に対するこうした批判や懸念に関し、特別法廷の提案は、世界で最も強力な国家のうち

の 1 つの指導者らの責任を追及することになるとして、むしろ国際刑事司法の選択性の問題を終

わらせる助けになるだろうと述べる 40。

実際のところMcDougallのような見解は少数派であり、特別法廷設置に係る選択性の批判を回避

するには、以下の論者の見解が手掛かりとなり得る。例えばKomarovとHathawayは、国連以外

の国家の集合体により形成された特別法廷は正当性を有するとみなされる可能性は低いと批判した

うえで、そうした特別法廷は選択的正義であるとの疑念をも抱かれるだろうとする 41。またCorten

とKoutroulisは、国連総会決議の採択において、国際社会のさまざまな地域の国家の大多数が決

議案に賛成すれば、欧米諸国に偏った法廷との批判を維持することは難しくなるだろうと指摘して

いる 42。さらにButchardとWalkerによる特別法廷に関する報告書のブリーフィング資料は、特

別法廷設置の方法の 1 つとして、ウクライナに対する侵略を訴追するための志を同じくする国家

間（利害関係国間）での国際協定による設置があるが、この方法は当該法廷が政治的に選別されて

いるとみなされる危険性があると言及する 43。

以上から、上記のHellerやAmbosの見解も併せると、選択的正義という論点に関しても、特別
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法廷が国際社会におけるどれほどの支持・賛同を得て設置されたものであるかが重要な基準とな

る。すなわち国連総会の場で、さらに地域的な偏り無しに、グローバル・サウスの国々も含めた国

際社会の大多数の賛成を得ることにより、少なからず選択的正義による設置との批判を回避し得る

といえる。

3．ICCとの関係

特別法廷設置に際して、ICCとの関係という論点にも留意しなければならない。先に述べたとお

り、ロシアによるウクライナ侵攻の事態において、現状では ICCは侵略犯罪に対し管轄権を行使

することができない。そうした中で、当該事態における侵略犯罪に関する特別法廷設置が提唱され

ているが、その際に ICCと特別法廷との関係性について言及する立場も見出される。

まず特別法廷と ICCとの関係について懸念を示すのが ICCのカーン検察官である。カーンは、

ICCが侵略犯罪についてプーチン大統領を訴追できないことを認めつつ、戦争犯罪や集団殺害犯罪

については政府高官を訴追し得るとし、断片化を避け一体性を維持すべきとして、2022年11月に

EUが提示した特別法廷設置の提案に反対を表明している 44。さらに、すでに存在するものに焦点

を当てるべきであるとして、我々がすでに有するものを効果的に機能させるよりも、むしろ自分た

ちが望むものを勝手に作り出そうとしているとの懸念も示している 45。また、特別法廷の設置に否

定的な立場にあるVasilievは、特別法廷が設置された場合、ICCがウクライナにおける人道に対す

る犯罪や戦争犯罪を捜査する一方で、特別法廷が同一の紛争から生じる侵略犯罪を扱うことになる

として、こうした法廷の設置は表現主義的なジェスチャーになるかもしれないが、実際の意義は限

定的であるとする。さらに、同一人物の責任の決定を分断することにより、裁判の順序という点で

2つの法廷間の競合を齎し、さらに非効率的で審理が長引く可能性も高くなると指摘する 46。また

CortenとKoutroulisは、特別法廷を設置する際の様々な方法について検討する前提として、制度

的且つ常設の司法機関が存在する場合には、特別法廷を設置するのではなく、そうした既存の司法

機関に依拠することが望ましいとする。そのうえでICCがすでに管轄権を有する犯罪に対し管轄

権が付与される特別法廷を創設することは、たとえ ICCが管轄権を行使できないとしても、ICC

を弱体化させる危険があると指摘する 47。

他方で特別法廷の設置を支持する立場は、特別法廷と ICCとの関係について以下のようにとら

える。例えば2022年3月に、英国のブラウン元首相や、国際法学者、著名人ら約40名がロシアに

よるウクライナ侵攻の事態に関し、ロシアの指導者の訴追・処罰を行う特別法廷設置を求めるス

テートメントを発表したが、その中で、侵略犯罪に限定した特別法廷の設置を提案するとし、当該

法廷による侵略犯罪に対する管轄権の行使は、ICCによる他の国際犯罪に対する管轄権行使を補完

し、支援するものであることを確認するとしている 48。また特別法廷設置を支持する立場である

McDougallは、唯一の常設の国際刑事法廷としての ICCの地位は極めて重要であるとしたうえ

で、ICCを弱体化させないためにも、提案されている法廷の管轄権は侵略犯罪とウクライナの事態
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に限定されるべきであると主張する。さらに、共同の司法プロジェクトを強調し、証拠の共有や、

両法廷による訴追が求められている個人の裁判の順序など実務的な問題を扱うためのパートナー

シップ協定を締結することが理想的であるとも指摘する 49。特別法廷設置を支持するAmbosも、

特別法廷に賛同する者は、当該法廷がICCと如何なる関係にあるべきかを説明しなければならな

いとする。またAmbosは、ICCと特別法廷の事項的管轄権が異なるため、すなわち前者は集団殺

害犯罪、人道に対する犯罪、戦争犯罪に対して、後者は侵略犯罪に対して管轄権を行使するため、

適用犯罪に関する管轄権の一致は原則として無いだろうとしつつ、実際には同じ容疑者に対し捜査

が並行して行われることは確実であるとして、それらの捜査がどのように調整されるのか、ICCと

特別法廷のどちらが優先されるのか、一事不再理の原則（ICC規程第20条）はどのように適用さ

れるのか、といった問題提起も行っている 50。

以上から特別法廷を設置するにあたり、既存の且つ常設の国際刑事法廷たる ICCとの関係にお

いても考慮すべき事項が複数存することが明らかとなる。すなわち、単に特別法廷の ICCに対す

る位置づけの概要、すなわちICCを弱体化させるのではなくそれを補完し支援するという点を確

認するのみならず、McDougallおよびAmbosが指摘するように、ICCと特別法廷の双方が同一人

物を訴追する可能性がある場合を想定し、両法廷の捜査の調整や裁判の順序といった詳細な手続事

項を含め、ICCと特別法廷の関係性を明確にする必要がある。

Ⅳ　おわりに

ウクライナの事態における侵略犯罪に関する特別法廷の設置をめぐり、これまでに様々な議論が

なされているものの、設置が実現に到るまでには複数の課題が存するとともに、それら諸課題の解

決は容易ではないことが明らかとなった。多数的立場が主張する国連総会決議に基づく設置を実現

するには、まず特別法廷設置の端緒となる総会決議の採択、さらに圧倒的多数の賛成票による採択

が重要であるとともに大きなハードルとなる。他方で、2022年2月にロシアによるウクライナ侵

攻が発生してからおよそ2年が経過し、従来ウクライナを支持する立場にある国々の間にも支援疲

れや関心の低下という状況が生じている点も否定できない。例えばAmbosが言及するように、こ

れまでに採択されたウクライナ関連の総会決議は必ずしも圧倒的多数の賛成票を得ているわけでは

ない 51。また、2022年9月の国連総会においてウクライナのゼレンスキー大統領がオンラインでの

演説をした際には、総会の議場にてスタンディングオベーションで大きな拍手が沸き起こったもの

の、翌2023年9月の国連総会における同大統領の対面での演説では空席が目立ったとの指摘もあ

る 52。

また、国際社会の意思としての圧倒的多数の賛成票による総会決議の採択を実現するには、当然

ながら決議案の内容が重要となるが、多くの国家による賛同の獲得と特別法廷設置後の実効性の確

保を如何に両立させるかが鍵となるだろう。すなわち、例えば、ハイブリッド法廷ではなく国際的
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な法廷であるという特別法廷の性質の明示や、特別法廷とICCとの関係性の明確化をはじめとす

る内容を含めることにより、特別法廷設置後の法廷自体の実効性の高まりは期待できるものの、決

議案の内容が詳細になるに比例して決議案に賛成票を投じる国の数が減少する可能性は必然的に高

くなる 53。さらに、仮に総会決議に基づく特別法廷の設置が実現しても、当該総会決議が圧倒的多

数による採択ではない場合、法廷の設置基盤となる総会決議に賛成票を投じなかった国々からの協

力が得られない可能性もある。そうした場合、法廷の実効性の低下に直結する事態となり、例えば

仮に逮捕状が発付されたとしても執行に至らないという状況が生ずる可能性も大いにある。いずれ

にしても、不処罰の防止を掲げ、ウクライナの事態における侵略犯罪に関する特別法廷の設置が模

索されているものの、現状ではその実現までの道のりは長く険しいことは否めない。場合によって

は、ICC規程の改正を含め、既存の国際刑事法廷たる ICCの枠組による対処という可能性も排除

することなく、如何にして国際社会における法の支配を実現するかを模索していく必要がある。
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